
市町村財政比較分析表(平成21年度普通会計決算)
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財政構造の弾力性
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [213,973円]
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給与水準   （国との比較）

ラスパイレス指数 [90.5]
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [17.92人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [18.6%]
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将来負担の状況

将来負担比率 [163.9%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
状況

給与水準
   （国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

知名町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。
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・「財政力（財政力指数）」　本町は、農業が主要産業であるが、市場価格や天候に左右されるた
め安定した収入が確保できないことや、近年の世界的経済不況もあり徴収体制の強化に努めて
いる中ではありますが、税収の伸びが期待できず、製造業等の企業誘致についても立地条件が
厳しい状況にあります。また離島ゆえ完結型行政サービスのため行政コストが高く、財政力指数
が0.17と類似団体の平均を下回っている。引き続き定員削減・経常経費の削減・事務改善・住民
サービスの向上を着実に実施し、財政基盤の強化に努めます。

・「財政構造の弾力性（経常収支比率）」　平成17年の101.0%から徐々に減少しているのは「知名
町集中改革プラン」の成果が出てきており、平成21年度は、88.8％(対前年△5.7%）となりました。
これは公債費の償還のピークが過ぎた事や、借換や繰上償還実施による影響ですが、類似団体
84.8％より高いため今後更なる経常経費の見直し・削減に努めます。

・「人件費・物件費等の状況（人口１人当たり人件費・物件費等決算額）」集中改革プランで策定し
た定員適正化計画や、物件費の抑制の成果が表れ、本年度は類似団体内平均値を下回りまし
た。今後も更なる組織改革に努め人件費・物件費の抑制に努めます。

・「給与水準　国との比較（ラスパイレス指数）」厳しい財政運営の中、臨時的な措置として特別職
の報酬カット、議会議員期末手当20%カット、管理職手当を4％から3%支給及び時間外手当を3％

から2％支給並びに特殊勤務手当を定率制から定額制、区長報酬の改訂を実施し、類似団体・
全国町村平均を下回っているものの経常収支比率等を考慮し更なる見直しに努めています。

・「将来負担の状況（将来負担比率）」　平成21年度163.9％（対前年20.4％減）と将来負担が減少
しています。これは他団体よりも基金の残高が圧倒的に少ないものの基金残高の増、及び地方
債現在高の減によるものです。今後とも公債費負担適正化計画を着実に実行し、単年度毎の借
入額の上限を設けるなどして適正な水準になるように努めます。

・「公債費負担の状況（実質公債費比率）」　H7～H12まで実施した若者定住対策事業が短期集
中型の事業であったため、この期間の借入が多く、普通会計に大きな負担となっている。また現
在下水道の整備のため特別会計への繰出も高く、さらに一部事務組合で実施したごみ処理施設
整備事業の償還については構成自治体が2つのため多額の負担となっており、実質公債費比率
が18.6％（対前年△2.0％）と類似団体より高い状況にあります。しかし、公債費負担適正化計画
及び、借換や繰上償還を実施するなどして公債費の圧縮に努めております。

・「定員管理の状況（人口千人当たり職員数）」離島等の地域特性のため、保育所や老人ホーム
等への民間企業が参入しづらい状況のため、類似団体の平均よりも高い状況にあります。平成
17年に策定した知名町集中改革プランの結果、指定管理者制度等を導入し、若干の改善はでき

ましたが、今後も組織機構の再編を図り職員数の適正化に努めます。


